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＊ 1  日経平均株価の２01９年の年末終値は２3,６5６円であった。 3 月1９日には1６,35８円（前年末値比−30％）まで落ち込んだが、
執筆時点（９月10日）では、２3,２35円（前年末値比− 1 ％）である。

＊２ ９ 月 ８ 日に−２８.1％に下方修正された。

１　はじめに

　新型コロナウイルス感染症の流行は、実
体経済に大きな影響をもたらしている。 ６
月以降、史上最大規模の金融緩和策等の影
響を受けて、株価は前年度末水準まで回
復＊１を見せる一方で、内閣府が ８月１７日
に発表した 4〜 ６月期のGDPは年率換算
−２７.８％＊２と戦後最大の落ち込みを記録し

た。なかでも、特に顕著な影響を受けてい
るのが飲食業や旅行業等であるが、不動産
賃貸業への影響も大きい。
　緊急事態宣言が発出される等して、大幅
な外出自粛が呼びかけられた結果、消費者
の購買機会（意欲）が激減している影響が
商業系テナントを直撃しているし、新型コ
ロナウイルスの感染拡大を契機に、各企業
において働き方に関する意識変革が起き、
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テレワークや拠点の分散といった形でオフ
ィス系テナントに影響をもたらしつつある。
さらに、最も安定的と考えられていた住居
系においても、２0２0年 ５ 月には東京都への
転入、転出人数がともに前年同月比で大幅
な減少となり、２0１３年 ７ 月以来初めて東京
都の人口が転出超過になるなどのイレギュ
ラーな動きが見られる。
　このように、新型コロナウイルス感染症
の流行は、テナントの環境に変化をもたら
し、次第に不動産賃貸業へと、その影響を
広げつつある。
　本稿では、新型コロナウイルス感染症の
流行が、賃貸用不動産を所有するオーナー
の資産承継に与える影響のうち、特に重要
と考えられる次の ２項目に焦点を当てて解
説することとする。

①�　コロナ禍における不動産取引（価格）
の状況と相続税路線価の評価問題
②�　空室となった賃貸用不動産の財産評
価とその問題点

２　コロナ禍における不動産取引（価
格）の状況と相続税路線価の評
価問題

⑴　不動産取引（価格）の状況
　執筆時点（ ９月１0日）で公開されている、
最新の不動産市場の動向として、東日本不
動産流通機構（東日本レインズ）の「月例
マーケットウォッチ」によると、景気変動
に比較的早く反応するとされている東京都
の中古マンションの取引状況は、成約件
数・成約単価共に ２月までは前年同月比プ
ラスのトレンドとなっていたが、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大の影響が本格

化した ３月以降は、成約件数が大幅に下落
しており、 4月には前年同月比で−５５.３％
と、１９９0年の記録開始以来過去最高の落ち
幅となっている。しかし、 ６月以降は大幅
に成約件数を取り戻し、 ７月にはほぼ前年
同月並みに回復している。
　成約平米単価についても、前月比では ３
月、 4月は前年比・前月比ともにマイナス
圏で推移したものの、 ５月になるとプラス
に転じて、以降前年同月比プラス水準で推
移している。

図表 1  　東京都中古マンション成約件数と
成約平米単価の推移

○東京都

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

1９/0８ 1,37６ 　1６.0 71.33 　4.4 　２.1

　 0９ 1,９04 　13.８ 70.６7 　1.８ −0.９

　 10 1,4２1  −６.5 71.６7 　5.９ 　1.4

　 11 1,715 　 ６.1 7２.２5 　5.5 　0.８

　 1２ 1,4９4  −3.0 7２.53 　６.4 　0.4

２0/01 1,407 　 ２.3 74.８２  10.3 　3.２

　 0２ ２,000 　 ９.８ 71.7６ 　２.4 −4.1

　 03 1,９30  −９.1 71.05 −1.1 −1.0

　 04 ８1２ −55.3 70.1８ −0.９ −1.２

　 05 ８８２ −37.６ 70.57 　２.5 　0.5

　 0６ 1,６15 −10.7 70.1９ 　0.６ −0.5

　 07 1,６８２  −3.7 74.3６ 　６.5 　5.９

　 0８ 1,57６ 　14.5 7２.3８ 　1.5 −２.7

（出所） 　東日本不動産流通機構（東日本レインズ）「月例マ
ーケットウォッチ（令和 ２ 年 ９ 月版）」

　次に、他府県の中古マンション取引デー
タ（例として愛知県、大阪府を掲載）を見
ると、ややバラつきはあるものの、年初ま
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で好調であった取引件数・成約平米単価は、
３月以降大幅に落ち込み、 ６月以降回復す

るトレンドは、東京都と類似したものとな
っている。

図表 ２ 　他府県中古マンション成約件数と成約平米単価の推移
○愛知県

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

1９/0８ 337 　15.0 ２８.04 −0.８ 　3.８

　 0９ 4２２  −5.８ ２7.９２ 　２.６ −0.4

　 10 34６  −7.5 ２7.２4 −0.９ −２.5

　 11 350  −６.９ ２６.９２ −1.1 −1.２

　 1２ 35８ 　 5.６ ２7.05 　２.0 　0.5

２0/01 30２  −4.1 ２８.８９ 　4.９ 　６.８

　 0２ 43６  −1.８ ２7.８６ 　0.7 −3.5

　 03 43２ −15.5 ２８.7６ 　８.5 　3.２

　 04 ２3８ −40.９ ２６.54 −4.3 −7.7

　 05 ２６0 −14.８ ２5.41 −7.６ −4.3

　 0６ 3９1  −２.0 ２９.0２ 　3.６  14.２

　 07 357  −1.4 ２９.２0 　８.1 　0.６

　 0８ 3６7 　 ８.９ ２９.00 　3.4 −0.7

○大阪府

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

1９/0８ 55２  −２.８ 3６.37 　5.5 　1.６

　 0９ ８54 　13.９ 37.07 　3.5 　1.９

　 10 73８  −２.4 37.04 　６.5 −0.1

　 11 7８5 　 ２.5 37.1２ 　９.８ 　0.２

　 1２ 70８  −８.２ 3６.0９ 　3.3 −２.８

２0/01 54２ −11.3 40.1８ 　7.８  11.3

　 0２ ８44  −６.８ 37.1９ −1.２ −7.4

　 03 ９８5 　 3.5 3６.00 　0.２ −3.２

　 04 4８0 −41.7 35.６８ −0.２ −0.９

　 05 3９２ −34.4 33.0２ −６.９ −7.5

　 0６ 7９６ 　 4.６ 3６.0６ 　1.3 　９.２

　 07 731 　 0.0 37.07 　3.5 　２.８

　 0８ 701 　２7.0 3６.7６ 　1.1 −0.８

（出所）　東日本不動産流通機構（東日本レインズ）「月例マーケットウォッチ（令和 ２ 年 ９ 月版）」

　そもそも、中古マンションの成約価格は、
２00８年のリーマンショック以降、アベノミ
クスによる株価上昇と息を合わせるように
上昇しており、実体経済との連動性よりも、
むしろ日経平均株価との連動性が強い傾向
にある。直近の中古マンション市場の成約

価格についても、今回の新型コロナウイル
ス感染症拡大による実体経済の落ち込みと
は裏腹に、日経平均株価の上昇と併せて回
復してきていることから、これらの連動は、
コロナショックの影響を受けても失われて
いないと考えられる。
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図表 3 　首都圏中古マンション価格と日経平均株価の推移
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（東日本不動産流通機構（東日本レインズ）の「月例マーケットウォッチ」と日経平均株価から筆者作成）

　一方で、首都圏の宅地（１00平米〜２00平
米）の成約価格は、２00８年のリーマンショ
ック以降、横ばい若しくはやや下落トレン
ドを続けており、日経平均株価との連動性

は殆ど認められないが、コロナショック後
の取引状況については、中古マンション市
場にやや遅れる形で回復してきている。

図表 4 　宅地価格と日経平均株価の推移
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（東日本不動産流通機構（東日本レインズ）の「月例マーケットウォッチ」と日経平均株価から筆者作成）
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図表 5 　首都圏の宅地（100平米〜 ２00平米）成約件数と成約平米単価の推移
○東京都 ○埼玉県

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

1９/0８ 1２3  −5.4 34.９3  −８.3 　15.1 1９/0８  ８６ 　3２.3 1２.31  −3.８  −６.0

　 0９ 1８3 　９.６ 3２.９６  −８.5  −5.６ 　 0９ 140 　1９.7 1２.８0 −1２.９ 　 4.0

　 10 154 　８.5 31.73 　 1.1  −3.7 　 10 103  −２.８ 14.5２ 　17.1 　13.4

　 11 131  −5.８ 34.６7 　 0.９  　９.3 　 11  ９3 −15.5 14.3２ 　1９.1  −1.4

　 1２ 10９ −1８.0 33.75  −7.4  −２.7 　 1２  ９0 −２3.7 13.3８  −0.4  −６.5

２0/01 100 −1６.0 37.1８ 　10.5 　10.２ ２0/01  7９ 　3.９ 14.7２ 　 1.２ 　 ９.９

　 0２ 15２  −２.６ 35.05 −11.7  −5.7 　 0２  ９1 −1２.5 15.２4 　1６.3 　 3.６

　 03 1６7 −２5.4 3２.２1  −８.６  −８.1 　 03 1６1 　２4.８ 1２.２0  −２.3 −1９.９

　 04  ９1 −34.1 ２９.50 −15.1  −８.4 　 04  ８0 −14.９ 13.２６ −1２.９ 　 ８.６

　 05  77 −43.4 35.73 　10.7 　２1.1 　 05  ９0  −８.２ 11.7８ −２0.８ −11.1

　 0６ 11６ −31.4 ２９.11 −10.２ −1８.5 　 0６ 10６ −２1.5 1２.６0  −９.８ 　 ６.９

　 07 15８ 　 ６.0 33.47 　10.3 　15.0 　 07 113 　 ２.7 13.45 　 ２.7 　 ６.８

　 0８ 154 　２5.２ 33.74  −3.4 　 0.８ 　 0８ 1２６ 　4６.5 14.75 　1９.８ 　 ９.６

○千葉県 ○神奈川県

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

年/月
件数（件） ㎡単価（万円）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

前年比
（％）

前年比
（％）

前月比
（％）

1９/0８  ９7 　10.２ 10.44 　13.８  −６.0 1９/0８  ９3 −10.６ 1６.９7  −5.８ 　 1.９

　 0９ 115 　1６.２ 10.3９  −２.0  −0.5 　 0９ 111 −30.２ 1６.74  −5.６  −1.4

　 10  ８4 −1８.4 10.８0 　15.0 　 3.９ 　 10 104 −２９.7 1６.31 −13.９  −２.5

　 11 1２２ 　 ２.5 11.3８ 　２4.0 　 5.4 　 11 1２4 −２0.0 17.4９  −1.８ 　 7.２

　 1２ 105 　 4.0 11.２5 　 ８.９  −1.２ 　 1２ 131 　 4.0 17.２２  −5.８  −1.６

２0/01  73 −1２.0 1２.0６ 　２６.3 　 7.２ ２0/01 10８ 　 0.９ 1６.7６  −９.６  −２.7

　 0２ 110  −7.６  ９.８６  −８.９ −1８.3 　 0２ 14２  −0.7 1６.7２  −２.5  −0.２

　 03 13６  −６.８ 11.８２ 　1２.1 　1９.９ 　 03 14８ −２4.5 1８.0２ 　 1.９ 　 7.８

　 04  ８0 −２4.5  ８.６7 −1９.4 −２６.7 　 04  ８９ −34.1 17.77  −3.5  −1.4

　 05  ６８ −２5.3  ８.９６ −11.3 　 3.3 　 05  ９1 −15.0 17.01  −２.5  −4.3

　 0６ 105 　1９.3 11.57 　11.3 　２９.２ 　 0６ 134 　 4.7 17.６0  −5.８ 　 3.5

　 07 10８ −1.８ 10.９９  −1.0  −5.0 　 07 141 　 ６.0 1９.９1 　1９.5 　13.1

　 0８  ９２ −5.２ 10.1６  −２.7  −7.5 　 0８ 14８ 　5９.1 17.7９ 　 4.８ −10.7
（出所）　東日本不動産流通機構（東日本レインズ）「月例マーケットウォッチ（令和 ２ 年 ９ 月版）」
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　住宅系不動産マーケットは総じて、不動
産の成約価格は ３月以降新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大の影響を受けて大幅に
落ち込み、 ６月以降は回復するトレンドに
あると考えられる。
　ただし、ここ数年盛況であったインバウ
ンド需要に後押しされる形で上昇してきた
観光地エリアの商業地等を中心に、今回の
コロナショックの影響を受け、大きく下落
している個別事例は存在すると考えられる。
また、新型コロナウイルス感染症の今後の
動向如何では、それ以外の物件にも大きな
変化を与える可能性があるため、引き続き、
株価の水準と取引の推移を慎重に見守る必
要がある。

⑵　令和 ２ 年分相続税路線価
イ　路線価の意義
　相続税及び贈与税（以下「相続税等」と
いう）において土地等の相続した財産の価
額は、時価により評価することとされてい
るが（相法２２）、納税者が土地等について
時価を把握することは必ずしも容易ではな
い。そこで、国税庁は、財産評価基本通達
（以下「評価通達」という。）に基づき、相
続税等の執行・申告の便宜及び課税の公平
を図る観点から、毎年、土地等の評価額の

＊ 3  国税庁は「 1 　相続税や贈与税において土地等の価額は、時価により評価することとされています。しかし、納税者の皆
様が相続税等の申告に当たり、土地等についてご自分で時価を把握することは必ずしも容易ではありません。そこで、相
続税等の申告の便宜及び課税の公平を図る観点から、国税局（所）では毎年、全国の民有地について、土地等の評価額の
基準となる路線価及び評価倍率を定めて公開しています。」としている（国税庁「令和 ２ 年分の路線価等について」（令和
２ 年 7 月）より）。

＊ 4  平成 3 年分までは公示価格水準の70％が目安とされていたが、相続税課税上の歪みや節税を目的とする不要不急の土地需
要が問題とされ、平成 4 年分以降は現行の８0％目安と改正されている。

基準となる路線価等を定めて、相続税路線
価を公開している＊３。
　そして、その評価水準は「路線価等は、
１月 １日を評価時点として、 １年間の地価
変動などを考慮し、地価公示価格等を基に
した価格（時価）の８0％程度を目途に評価
しています。」＊4と公表されている。これ
は課税実務における実行可能性を考慮して、
評価の安全性を図ったと考えられている。
すなわち、実際の土地の取引が全て公示価
格水準以上で成約する訳ではなく、特に相
続税等の納税期限までに売却を完了しなけ
ればならない事情の存在などを加味すると、
公示価格水準以下での取引が考えられる。
このような前提で、公示価格に基づく課税
を実行すると、納税者の不満が高まり、不
服申立等が多発し、課税実務が混乱する恐
れがあるための措置である。
ロ　令和 ２ 年分路線価の概要
　令和 ２年 ７月 １日に公表された相続税路
線価は、令和 ２年 １月 １日時点の評価とし
て全国平均で前年比１.６％上昇（ ５年連続
の上昇）となった。都道府県別に前年比上
昇率を見ると沖縄県が１0.５％で首位、評価
時点で好調であったインバウンド需要が見
込まれる地域や、再開発が進む都市部の上
昇率が高い傾向にある。
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図表 ６ 　各都道府県別最高路線価の上昇率の高い地域
都道府県庁所在地の最高路線価　変動率ランキング（ 1 ㎡当たり、単位千円）

変動率
順位

最高路線価の所在地 最高路線価
県庁所在地 所在地 価格 変動率

1 那覇 久茂地3丁目国際通り 1,450 40.８%
２ 大阪 北区角田町御堂筋 ２1,６00 35.0%
3 横浜 西区南幸1丁目横浜駅西口バスターミナル前通り 15,６00 34.5%
4 奈良 東向中町大宮通り ８00 ２1.２%
5 京都 下京区四条通寺町東入２丁目御旅町四条通 ６,730 1８.1%
６ 神戸 中央区三宮町1丁目三宮センター街 5,7６0 17.６%
7 札幌 中央区北 5 条西3丁目札幌停車場線通り 5,7２0 17.２%
８ 熊本 中央区手取本町下通り ２,1２0 1６.5%
９ さいたま 大宮区桜木町２丁目大宮駅西口駅前ロータリー 4,２６0 15.1%
10 宇都宮 宮みらい宇都宮駅東口駅前ロータリー ２９0 13.7%
11 名古屋 中村区名駅1丁目名駅通り 1２,4８0 13.0%
1２ 福岡 中央区天神２丁目渡辺通り ８,８00 11.８%
13 仙台 青葉区中央1丁目青葉通り 3,1８0 ９.7%
14 千葉 中央区富士見２丁目千葉駅前大通り 1,140 ９.６%
15 岡山 北区本町市役所筋 1,4８0 ８.0%
1６ 広島 中区胡町相生通り 3,２９0 7.９%
17 金沢 堀川新町金沢駅東広場通り ９６0 ６.7%
1８ 福井 中央1丁目福井駅西口広場通り 3２0 ６.7%
1９ 大分 末広町1丁目大分駅北口ロータリー 5２0 ６.1%
２0 高松 丸亀町高松丸亀町商店街 3６0 5.９%
２1 佐賀 駅前中央1丁目駅前中央通り 1９5 5.4%
２２ 松江 朝日町駅前通り 140 3.7%
２3 長野 大字南長野長野駅前通り ２９5 3.5%
２4 徳島 一番町3丁目徳島駅前広場通り 310 3.3%
２5 青森 新町1丁目新町通り 1６0 3.２%
２６ 津 羽所町津停車場線通り ２00 ２.６%
２7 福島 栄町福島駅前通り 1９5 ２.６%
２８ 高知 帯屋町1丁目帯屋町商店街 ２15 ２.4%
２９ 新潟 中央区東大通1丁目新潟駅前通り 450 ２.3%
30 鹿児島 東千石町天文館電車通り ９２0 ２.２%
31 岐阜 吉野町5丁目岐阜停車場線通り 470 ２.２%
3２ 盛岡 大通２丁目大通り ２50 ２.0%
33 甲府 丸の内1丁目甲府駅前通り ２75 1.９%
34 大津 春日町JR大津駅前通り ２75 1.９%
35 松山 大街道２丁目大街道商店街 ６６0 1.5%
3６ 長崎 浜町浜市アーケード 7６0 1.3%
37 静岡 葵区紺屋町紺屋町名店街呉服町通り 1,２10 0.８%
3８ 東京 中央区銀座5丁目銀座中央通り 45,９２0 0.7%
3９ 富山 桜町1丁目駅前広場通り 4９0 0.0%
40 和歌山 友田町5丁目JR和歌山駅前 3６0 0.0%
41 宮崎 橘通西3丁目橘通り ２30 0.0%
4２ 山形 香澄町1丁目山形駅前大通り 170 0.0%
43 山口 小郡黄金町山口阿知須宇部線通り 145 0.0%
44 前橋 本町２丁目本町通り 130 0.0%
45 秋田 中通２丁目秋田駅前通り 1２5 0.0%
4６ 鳥取 栄町若桜街道通り 105 0.0%
47 水戸 宮町1丁目水戸駅北口ロータリー ２２5 −２.２%

（出所）　公表路線価・報道資料より筆者作成
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ハ　路線価修正の報道
　路線価が発表される直前の ６月２4日の日
本経済新聞朝刊に「路線価の減額修正検討�
　コロナ影響で地価下落なら国税庁、実態
と乖離防ぐ」と題した記事が掲載された。
　過去にも、災害等により大幅な地価変動
が発生した場合には、調整率を用いた路線
価の調整が行われており＊５、今回のコロ

＊ 5  災害等による調整は過去、阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震、西日本豪雨、令和元年東日本台風（台風1９号）
に対応して行われている。

ナショックによる地価変動でも調整率を用
いた路線価修正が検討されている。
　執筆時点（ ９月１0日）において、国税庁
から公式発表は無いものの、各種報道にお
いて示されている路線価修正の概要は以下
のとおりであり、その内容は、直近「令和
元年東日本台風被害」時の調整と概ね整合
している。

図表 7 　報道されている路線価修正と令和元年東日本台風被害時の調整の内容

報道されている路線価の修正の情報
（令和 ２ 年 ９ 月10日時点） 令和元年東日本台風（台風1９号）時の調整

概要 広域な地域で地価が概ね２0％以上下落した
場合、路線価を減額修正する措置を導入

令和元年台風第1９号に係る租税特別措置法
に基づき、、特定地域内にある土地等の価
額は、取得の時の時価によらず、「令和元
年台風第1９号の発生直後の価額」によるこ
とができる。

（令和元年10月初旬に台風被害発生）

対象期間 令和 ２ 年 1 月 1 日以降の相続等
① 　平成30年1２月10日から令和元年1２月31

日の相続等
② 　平成31年 1 月 1 日から令和元年1２月31

日の贈与

修正の方法 路線価に補正率等を乗じる方法など 路線価に調整率等を乗じる方法
（最大調整率0.６）

修正の単位 市区町村単位を想定 市区町村単位

補正率の
公表時期

少なくとも ２ 回を想定
①　令和 ２ 年10月頃
②　令和 3 年 1 月頃

令和 ２ 年 ２ 月２６日

補正率の指標

① 　国土交通省が発表する都道府県地価調
査

　（令和 ２ 年 7 月 1 日が評価基準日）
② 　国土交通省の発表する「地価LOOK

レポート」
　（令和 3 年 1 月 1 日が評価基準日）

非公開

相続税等の
申告期限 延長を検討 延長措置

（出所）　報道資料及び国税庁「令和元年台風第1９号に係る特定土地等の評価方法等の概要」より筆者作成
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　①の補正率の指標とされている都道府県
地価調査（国道交通省）は ９月下旬に公表
予定だが、四半期ごとの地価動向を示した
「地価LOOKレポート（令和 ２年第 １・ ２四
半期）」（国土交通省）が既に公表されている。
　「地価LOOKレポート」では、主要都市
の地価動向を先行的に表しやすい高度利用
地等の地区について、四半期毎に地価動向
を把握することにより先行的な地価動向を

＊ ６  東京地裁平成 ９ 年 ９ 月30日判決（税資２２８号８２９頁）及び東京高裁平成11年 ８ 月30日判決（税資２44号400頁）（品川芳宣『重
要租税判決の実務研究 第三版』（大蔵財務協会 平成２６年）８13頁等参照）

＊ 7  路線価の算出の基礎となる、「公示価格（令和 ２ 年）」（令和 ２ 年 1 月 1 日を基準日として令和 ２ 年 3 月1９日発表）の傾向
を見ると、全国平均、三大都市圏、地方圏のすべてで地価が上昇している。中でも東京２3区や大阪市、名古屋市といった
都心部の商業地見ると、全国平均は 7 ％超の大きな上昇となっている。これらは、景気回復や外国人観光客をはじめとし
た訪問客の増加の影響であると分析されており、コロナショック後では全く当てはまらない経済状況を反映したものである。

明らかにすることを目的としており、都道
府県地価調査では、土地の収用等に関して
対価の額の指標とすることを目的としてい
ることから、評価地点等に違いがあるもの
の、類似した結果になることが予想される。
　「地価LOOKレポート（令和 ２年第 １・
２四半期）」によると、主要都市の高度利
用地等１00地区の令和 ２年第 １四半期及び
第 ２四半期の変動は以下の通りであった。

図表 ８  　「地価LOOKレポート（令和 ２ 年第 1 ・ ２ 四半期）」のサマリー

期間
上昇

横ばい
下落

６ ％以上 3 ％以上
６ ％未満

0 ％超
3 ％未満

0 ％超
3 ％未満

3 ％以上
６ ％未満

６ ％以上
９ ％未満

９ ％以上
1２％未満 1２％以上

令和 ２ 年第 1 四半期
（令和 ２ 年 1 月 1 日〜

4 月 1 日の動向）
0 4 ６９ ２3 4 0 0 0 0

令和 ２ 年第 ２ 四半期
（令和 ２ 年 4 月 1 日〜

7 月 1 日の動向）
0 0 1 ６1 30 ８ 0 0 0

（出所）　国土交通省　「地価LOOKレポート（令和 ２ 年第 1 ・ ２ 四半期）」

　これらの結果を見ると、第 ２四半期に入
り下落しているエリアは増加しているもの
の、いずれも ６％未満に留まっており、仮
に２0％以上の下落が認められた場合に路線
価の修正が行われるとするならば、該当す
る地域は相当限定されると考えられる。

⑶　令和 ２ 年分路線価の問題点
　上述のとおり、路線価は評価の安全性を
確保するために、公示価格の８0％相当とし

て評価されている。しかし、だからといっ
て、常に実際の取引価額が評価額を上回る
わけではない。事実、平成初期のバブル崩
壊時には、そのような逆転現象が生じ、国
税庁では地価の下落に応じて路線価を修正
した課税処分の実施を行っている＊６。
　令和 ２年分の路線価では、コロナショッ
クの影響を加味していない高水準の路線価
が公表された＊７。上記⑴で述べたとおり、
現在の不動産取引は、取引件数・成約平米
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単価共に実体経済の落ち込みとは裏腹に回
復傾向にある。しかし、個別的には、ここ
数年盛況であったインバウンド需要に後押
しされる形で上昇してきた観光地エリアの
商業地等を中心に、今回のコロナショック
の影響を受け、大きく下落して回復してい
ないケースが存在すると考えられる。そし
て、このようなエリアは、令和 ２年分路線
価では高く評価されている。
　最終的に逆転現象が多発してしまうか否
かは、上記⑵ハに記載した修正がどのよう
に機能するかに左右されることになるが、
個別の土地評価において、路線価による評
価が時価を上回るような場合には、納税者
としては、評価通達 ６の定める「特別の事
情」が存するとして、評価通達の定めによ
らない評価額を主張することができる。
　具体的には、地価下落率等を考慮した
「時価」を自ら求め、当該「時価」に基づ
き相続税等の申告を行い、もし増額更正さ
れた場合には不服申し立て等で争う方法が
ある。もう一つは、一旦「路線価」に基づ
く申告を行った上で、地価下落率等を考慮
した「時価」による納税を主張する、更正
の請求を行う手段が考えられる。
　いずれについても、それなりの手間と一
定のリスクを負うことになるため、効果と
の比較をしながら実行を検討する必要があ
る。

３　空室となった賃貸用不動産の財
産評価とその問題点

⑴　評価通達に基づく賃貸用不動産の評価
イ　評価通達による評価
　既述のとおり、相続税等の計算において
相続した財産の価額は、時価により評価す

ることとされている（相法２２）。そして、
納税者が土地や建物について時価を把握す
ることは必ずしも容易ではないことを理由
として、評価通達の定めによる評価が一般
化している。
　評価通達に基づく財産評価は、税負担の
公平、効率的な租税行政を実現するため、
一定の前提を置き、ある種、簡便的・画一
的に財産を評価することになるが、それが
故に、時に、本来の時価と評価通達による
評価額が乖離する場合がある。もっとも、
評価通達でもその場合を予期して評価通達
６《この通達の定めにより難い場合の評
価》が定められている。
　ここでは、新型コロナウイルス感染症の
拡大の影響を受けて、保有している賃貸中
不動産の入居者が退去した場合、空室が増
えることにより実際の不動産価値は低下
（担税力が低下）するのに対して、評価通
達の定めによると、評価額が上昇（税額も
増加）してしまう問題点について解説する。
ロ　貸家の評価
　まず、９３《貸家の評価》で貸家の価額に
ついては、以下の計算式で計算することと
されている。
８９《家屋の評
価》、８９− ２

《文化財建造
物である家屋
の評価》又は
前項の定めに
より評価した
その家屋の価
額A

 −A ×
９4《借家権
の評価》に
定める借家
権割合

 × 

２６《貸家建付
地の評価》の
⑵の定めによ
るその家屋に
係る賃貸割合

　ここで、８９《家屋の評価》では「家屋の
価額は、その家屋の固定資産税評価額
（〈略〉）に別表 １に定める倍率を乗じて計
算した金額によって評価する。」と定め、
別表 １は、当該倍率を１.0と定めている。
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また、９4《借家権の評価》に定める借家権
割合は現在全国一律３0％とされている。さ
らに、２６《貸家建付地の評価》に定める賃
貸割合は、次の算式による。

Ａのうち課税時期において賃貸されている
各独立部分の床面積の合計

当該家屋の各独立部分の床面積の合計A
（注 1 ） 　上記算式の「各独立部分」とは、建物の構成部分

である隔壁、扉、階層（天井及び床）等によって他
の部分と完全に遮断されている部分で、独立した出
入口を有するなど独立して賃貸その他の用に供する
ことができるものをいう。したがって、例えば、ふ
すま、障子又はベニヤ板等の堅固でないものによっ
て仕切られている部分及び階層で区分されていても、
独立した出入口を有しない部分は「各独立部分」に
は該当しない。

　　　 　なお、外部に接する出入口を有しない部分であっ
ても、共同で使用すべき廊下、階段、エレベーター
等の共用部分のみを通って外部と出入りすることが
できる構造となっているものは、上記の「独立した
出入口を有するもの」に該当する。

（注 ２ ） 　上記算式の「賃貸されている各独立部分」には、
継続的に賃貸されていた各独立部分で、課税時期に
おいて、一時的に賃貸されていなかったと認められ
るものを含むこととして差し支えない。」

　これらを総合すると、８９− ２ 《文化財建
造物である家屋の評価》を除く家屋の価額
の算定は、以下のとおり言い換えられる。

固定資産税
評価額A  −A × 30％ × 

Ｂのうち課税時期に
賃貸されている各独立
部分の床面積の合計

当該家屋の各独立部分
の床面積の合計B

ハ　貸家建付地の評価
　次に、２６《貸家建付地の評価》で、貸家
（９4《借家権の評価》に定める借家権の目
的となっている家屋をいう。以下同じ。）
の敷地の用に供されている宅地（以下「貸
家建付地」という。）の価額は、次の算式
により計算した価額によって評価するとさ
れている。

その宅
地の自
用地と
しての
価額

 − 

その宅
地の自
用地と
しての
価額

 × 借地権
割合  × 

９4《借家
権 の 評
価》に定
める借家
権割合

 × 賃貸
割合

　「借地権割合」は、２７《借地権の評価》
の定めによるその宅地に係る借地権割合
（同項のただし書に定める地域にある宅地
については１00分の２0とする。次項におい
て同じ。）によるとされており、具体的に
は土地ごとに路線価図等を見て確認するこ
とになる。
　「９4《借家権の評価》に定める借家権割
合」及び「賃貸割合」は、前述の貸家の評
価で述べたとおりである。
　これらを総合すると、貸家建付地の価額
の算定は、以下のとおり言い換えられる。

その宅地
の自用地
としての
価額A

 −Ａ × 借地権
割合  × 30％ × 

Ｂのうち課税
時期に賃貸さ
れている各独
立部分の床面

積の合計
当該家屋の各
独立部分の床
面積の合計B

⑵　評価の問題点とコロナ禍の影響
イ　賃貸中の不動産の経済価値
　このように、賃貸中の不動産は貸家及び
貸家建付地（以下「貸家建付地等」とす
る。）として、自用地よりも借家権割合分
（３0％）又は借地権割合×借家権割合分
（３0％）割引かれて評価されることになる。
この理由について、相続財産である賃貸用
新築マンション １棟の家屋と敷地（貸家建
付地）の価額の評価（方法）が争われた、
横浜地裁平成 ７年 ７月１９日判決（税資２１３
号１３4頁）では、当時の評価通達２６等の規
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定＊８について、「建物が借家権の目的とな
っている場合には、賃貸人は一定の正当な
理由がない限り、建物賃貸借契約の更新拒
絶や解約申し出ができないため、立退料等
の支払いをしなければ、右借家権を消滅さ
せられず、また借家権が付いたままで貸家
及びその敷地を譲渡する場合にも、譲受人
は建物及び敷地利用が制約されることなど
から、貸家建付地等の経済的価値がそうで
ない土地及び建物に比較して低下すること
を考慮したものと解され、合理的なものと
認められる。」と判示しており、賃貸中の
不動産については、自用地と比べて経済的
価値が低下しているとの前提に立っている
と考えられる。
　しかし、この考え方は必ずしも現実に即
しているとはいえない。昨今のように、賃
貸用建物が飽和状態となっている市場環境
において、不動産賃貸業の経営においては
如何に空室を少なく抑えるかが最重要とな
っている。その結果、特に賃貸の用に供す
ることを目的として建築された物件＊９に
ついては、満室の状態が最も高い価値があ
るとされ、空室が多いほど価値が低下する
との前提で、不動産取引が行われている＊10。
　評価通達による評価の前提と現実の取引
の前提が相違していることが、そもそもの
問題であるが、今回のコロナ禍で、保有し
ている賃貸不動産の入居者が退去した場合、

＊ ８  当時の評価通達２６では、貸家建付地の価額を次の算式により評価することとしていた。
　貸家建付地の価額 ＝ 自用地としての価額 − 自用地としての価額 × 借地権割合 × 借家権割合
現行の通達と比べて、賃貸割合の概念が算定式に組み入れられていないが、実務上は、賃貸されている部分の床面積の割
合により、借家人の有する敷地に対する支配権に相当する金額を算定して、これを自用地としての価額から控除して評価
していた。その後、当該裁判の結果などを受けて、実務上の処理が明文化され現在の通達に至っている。

＊ ９  自己利用を前提として建築された物件と対比する意味で用いている。
例えば、賃貸用マンションが賃貸の用に供することを目的として建築された物件の典型例であり、分譲マンションが自己
利用を前提として建築された物件の典型例である。

＊10 一方で、例えば都心部の分譲マンション等の様に、賃貸中の部屋が空室の物件と比べて一般的に安価で取引されている例
が無いわけではない。

実際の不動産価値は低下（担税力が低下）
する一方で、上述の評価通達の定めに則り
計算すると、賃借割合が低下するため評価
額が上昇（税額も増加）してしまうケース
が発生し得る。
ロ　「継続的に賃貸されてきたもので、課

税時期において、一時的に賃貸されてい
なかったと認められる」の解釈
　ただし、コロナ禍で退去した区画が、直
ちに賃貸割合を引き下げるわけではない。
　評価通達２６《貸家建付地の評価》に定め
る賃貸割合の注意書きには、「「賃貸されて
いる各独立部分」には、継続的に賃貸され
ていた各独立部分で、課税時期において、
一時的に賃貸されていなかったと認められ
るものを含むこととして差し支えない。」
とした記載がされており、さらに、国税庁
の質疑応答事例で「継続的に賃貸されてき
たもので、課税時期において、一時的に賃
貸されていなかったと認められる」部分に
該当するかどうかの判断は、以下の事実関
係から総合的に判断すると回答している。
①　各独立部分が課税時期前に継続的に賃
貸されてきたものかどうか
②　賃借人の退去後速やかに新たな賃借人
の募集が行われたかどうか
③　空室の期間、他の用途に供されていな
いかどうか
④　空室の期間が課税時期の前後の例えば
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１ ケ月程度であるなど一時的な期間であ
ったかどうか
⑤　課税時期後の賃貸が一時的なものでは
ないかどうか
　また、最近の裁判例では、大阪地裁平成
２８年１0月２６日判決（平成２７年（行ウ）第
２３８号）及び大阪高裁平成２９年 ５ 月１１日判
決（平成２８年（行コ）第３２９号）が、貸家
８棟で貸室１９１室のうち、７３室が空室とな
っており、当該各空室部分の空室期間が最
短 ５か月、最長５９か月となっている事案に
つき、評価通達２６（注） ２は例外的な取り
扱いを定めたものにすぎない旨判示したう
えで、「例外的な取扱いが認められるか否
かを判断するに当たっては、賃貸されてい
ない期間（空室期間）が重要な要素となる
ことは明らかである。そうすると、一時的
空室部分該当性の判断に当たっては、現実
の賃貸状況、取り分け、空室期間の長短を
重要な要素として考慮しなければならない
のであって、これを考慮せずに、本件各空
室部分が「継続的に賃貸の用に供されてい
る」状態にあるという理由のみで上記例外
的な取扱いを認めることはできない。また、
本件各空室部分の空室期間は、最も短い場
合でも ５か月であり、「例えば １か月程度」
にとどまらずに、むしろ長期間に及んでい
るといえるから、「一時的」なものであっ
たとはいえない。」として、評価通達２６を
適用した課税処分を適法である旨判示（納
税者敗訴）している。
　しかし、空室の期間が １か月程度である

かという指標については、現実的には満た
すことが相当困難であると考えられる。通
常、賃貸借の退去後には原状回復などの作
業が必要となり、その後、新賃借人が内部
を確認した後に入居となる。そのため、原
状回復が短期間に完了し、かつ間もなくし
て即時入居を希望する入居者が見つかり、
何のトラブルも発生しなかったという、相
当限定的なケースでなければ、 １か月程度
の空室期間での再入居は実現できない。ま
して、コロナ禍では、原状回復の期間や入
居者募集の期間が相当程度長くなることも
予想される。最終的には、コロナ禍の影響
を含めた個別事案ごとに判断されることに
なるが、それらの判断に納得がいかない場
合は、 ２ ⑶で記した、評価通達 ６の定める
「特別の事情」が存するとして、評価通達
の定めによらない評価額を主張することが
できる。

永安　栄棟
（ながやす・ひでむね）
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